
放射性物質による環境の汚染への対処に関し、国、地方公共団体、関係原子力事業者
（＝東京電力）等が講ずべき措置等について定めることにより、環境の汚染による人の健
康又は生活環境への影響を速やかに低減する

目 的

国
原子力政策を推進してきたことに伴う社会的責任に鑑み、必要な措置を実施

地方公共団体
国の施策への協力を通じて、適切な役割を果たす

関係原子力事業者
誠意をもって必要な措置を実施するとともに、国又は地方公共団体の施策に協力

責 務

環境大臣は、放射性物質による環境の汚染への対処に関する基本方針の案を策定し、閣議
の決定を求める
環境大臣は、放射性物質により汚染された廃棄物、土壌等の処理に関する基準を設定
国は、統一的な監視及び測定の体制を速やかに整備し、実施

基本方針の策定等
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■ 平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う
原子力発電所の事故により放出された放射性物質による環境の汚染
への対処に関する特別措置法に基づく基本方針
（平成23年11月11日閣議決定） （抜粋）

３．事故由来放射性物質により汚染された廃棄物の処理に関する基本的
事項
（３）指定廃棄物の処理に関する事項
（前略）

指定廃棄物の処理は、水道施設から生じた汚泥等の堆積物等につい
ては厚生労働省、公共下水道・流域下水道に係る発生汚泥等については
国土交通省、工業用水道施設から生じた汚泥等の堆積物等については経
済産業省、集落排水施設から生じた汚泥等の堆積物等及び農林業系副
産物については農林水産省と連携して、環境省が行う。また、指定廃棄物
の処理は、当該指定廃棄物が排出された都道府県内において行うものと
する。


